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（目的） 

第１条 この要綱は、生垣の造成及びブロック塀等の撤去に必要な経費の一部を補助する

ことにより、接道部の緑化を推進し、及びブロック塀等の倒壊による災害の発生を防止

することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「生垣」とは、樹高がおおむね均一な樹木に丸太、竹等の補助

材料を用いて、相互に葉が触れ合う程度に列植したものをいう。 

２ この要綱において「ブロック塀」とは、ブロック状の建材により造られた塀であって、

土留め擁壁以外のものをいう。 

（補助の対象） 

第３条 この要綱による補助の対象は、生垣の造成及びブロック塀等の撤去（以下「生垣

の造成等」という。）とする。 

２ 前項の生垣は、次に掲げる要件を満たすものとする。ただし、市長が特に必要と認め

たときは、この限りでない。 

⑴  稲城市の区域内において新たに設置する生垣であること（既存のブロック塀等を撤

去して生垣に改造するものを含む。）。 



⑵  生垣の造成に用いる樹木の高さが、おおむね80センチメ－トル以上であること。 

⑶  生垣の総延長が、３メ－トル以上であること。 

⑷  道路に面し、かつ、道路幅員が４メ－トル以上確保されること。 

３ 前項の規定にかかわらず、ネットフェンス等を併設する生垣については、同項各号に

掲げる要件に加え、併せて次の各号のいずれかに該当する場合に限り、補助の対象とす

るものとする。 

⑴  樹木が道路に面して植栽され、かつ、ネットフェンス等の高さを超える高さを有す

ること。 

⑵  ネットフェンス等が透視性の高い構造を有し、かつ、その高さが樹木の高さを下回

っていること。 

４ 第１項のブロック塀等は、次に掲げる要件を満たすものとする。ただし、市長が特に

必要と認めるときは、この限りでない。 

⑴  稲城市の区域内において、撤去するブロック塀等であること。 

⑵  ブロック塀等の高さが1.2メートルを超えるものであること。 

⑶  ブロック塀等の総延長が、３メ－トル以上であること。 

⑷  道路及び公共用地に面したブロック塀等であること。 

（補助の適用除外） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する生垣の造成等について

は、補助の対象としないものとする。 

⑴  国、地方公共団体又は公社若しくは公団が行うもの 

⑵  不動産業者又は開発事業者が業として行うもの 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めるもの 

（補助金の交付額） 

第５条 補助金の交付額は、予算の範囲内において、次に掲げる額の合算額とする。 

⑴  生垣を新たに造成したときは、当該生垣の総延長につき、１メートル当たり8,000

円を乗じて得た額（当該額が24万円を超えるときは、24万円） 

⑵  ブロック塀を撤去したときは、当該撤去した部分の総延長につき、１メートル当た

り5,000円を乗じて得た額（当該額が15万円を超えるときは、15万円） 

２ 前項各号の規定により算定した額に100円未満の端数があるときは、これを切り捨てる

ものとする。 



（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、生垣造成補助金交付申請書（様式第１号）

に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴  生垣の造成等の工事を行った場所の案内図 

⑵  当該工事の見積書の写し 

⑶  当該工事前の写真 

⑷  前３号に掲げるもののほか、市長が指定する書類 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条に規定する申請があったときは、速やかに書類審査及び現地確認を

行った上でその諾否を決定しなければならない。この場合において、補助金を交付する

ことを決定したときは、当該申請を行った者に対し、生垣造成補助金交付決定通知書（様

式第２号）により速やかにその旨を通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 前項後段の規定による決定があった者（以下「交付対象者」という。）は、生垣の

造成等が完了したときは、速やかに生垣造成補助金実績報告書（様式第３号）にその経

費の支出を証明する書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する報告があったときは、現地調査等により当該報告に係る生垣

の造成等が前条に規定する交付決定の内容と相違ないことを検査しなければならない。

この場合において、当該検査に合格したときは、当該報告に係る補助金の交付額を確定

し、申請者に対し、補助金額確定通知書（様式第４号）により速やかにその旨を通知す

るものとする。 

（補助金の交付請求） 

第９条 申請者は、前条第２項後段の通知があったときは、生垣造成補助金交付請求書（様

式第５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は前項に規定する請求書が提出されたときは、速やかに前条第２項の通知により

決定した額の補助金を交付するものとする。 

（補助金の返還） 

第10条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、既に

交付した補助金の全部又は一部を返還させるものとする。 

⑴  虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 



⑵  補助金を、生垣の造成等以外の用途に使用したとき。 

⑶  次条の規定に違反したとき。 

（生垣の管理等） 

第11条 補助金の交付を受けた者（生垣の造成をしたものに限る。）は、生垣の造成が完了

した後５年以上、生垣の保護及び育成に努め、適正な管理を行わなければならない。 

（委任） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は都市建設部長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成２年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成13年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

付 則 

（施行期日） 

第１条 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

（検討） 

第２条 市長は、平成33年４月１日までに、この要綱の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 



付 則 

（施行期日） 

第１条 この要綱は、平成30年11月16日から施行する。 

（検討） 

第２条 市長は、平成33年11月16日までに、この要綱の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

付 則 

（施行期日） 

第１条 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（検討） 

第２条 市長は、令和６年３月31日までに、この要綱の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 


